
１　男女共同参画の推進状況（全般）

（１）【全体方針】

貴大学・貴法人は、「男女共同参画の推進」を重要な方針として位置づけていますか？
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（１）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可
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「男⼥共同参画の推進」を⼤学・法⼈の⽅針
としてホームページなどで公表している。

男⼥共同参画室など責任ある組織を作ってい
る。

男⼥共同参画推進を掲げたシンポジウムやセ
ミナー等を開催している。

学内・法⼈内に男⼥共同参画推進のための研
究組織（ジェンダー研究センター等）を設置

している。

他⼤学・他法⼈や地域企業・団体等と連携し
て男⼥共同参画推進の取組を⾏っている。

学⽣向けに、男⼥共同参画関連科⽬（⼥性学
・ジェンダー学など）を開講している。

学⽣向けに、⼥性リーダー育成のためのカリ
キュラム・授業がある。

「無意識の偏⾒（アンコンシャス・バイアス
）」（性別役割分担意識など）について気づ
かせるための教職員研修あるいは授業を実施

している。

図書館・資料室等でジェンダー関連図書の収
集や展⽰等を⾏っている。

その他
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（１）－Ｂ　下記から、「いいえ」の最大の理由を１つだけ選択してください。

（１）－Ｃ　貴大学・貴法人の長（総長・学長・法人長・理事長等）に女性が就任したことはありますか？
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男⼥共同参画はすでに達成済みであるため、
重要⽅針として掲げていない。

今後、男⼥共同参画の推進を重要⽅針として
取り組む予定である。

男⼥共同参画の推進を重要⽅針に掲げるには
、⼈的・予算的資源が不⾜している。

男⼥共同参画は他の重要課題より優先度が低
いと考えている。

その他
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（２）【メンタルサポート】

　　　貴大学・貴法人は、女性研究者が研究の継続に関する不安や悩みを

　　　相談できるようなメンタル・サポート体制を整備していますか？

（２）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

（２）－Ｂ　下記から、「いいえ」の最大の理由を１つだけ選択してください。
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出産・育児の経験後も働き続けるキャリアイ
メージの形成を⽀援するための研修を⾏って

いる。

⼥性研究者に対するメンター制度を導⼊して
いる。

⼥性研究者がキャリアプランや育児、介護な
どの相談ができる総合相談窓⼝を設置してい

る。。
⼥性研究者等が問題点を共有するために公式
にメーリングリスト等を構築し、活⽤してい

る。

メンタル・サポート体制は男⼥を問わずすべ
ての研究者が利⽤できるものとしている。

その他
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⼥性研究者に対するサポート体制を組むに⾜
る⼈員や予算がない。

⼥性研究者からのニーズがない。

⼥性研究者のみに特別なサポート体制を組む
ことには批判や抵抗が強い。

その他
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（３）【パートナー関係】

　　　貴大学・貴法人は、パートナーのいる研究者（法律婚及び法律婚以外のパ―トナーを含む）に関して、

　　　研究上の支障が出ないような配慮をしていますか？

（３）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可
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事実婚のパートナーを配偶者と同様に処遇し
ている。

同性パートナーを配偶者と同様に処遇してい
る。

同性婚や同性パートナーシップの法的証明が
ある外国⼈研究者に対してのみ、同性パート

ナーを配偶者と同様に処遇している。

外国⼈研究者に対してのみ、事実婚のパート
ナーを配偶者と同様に処遇している。

本⼈が望むすべての場⾯で通称名使⽤を認め
ている。

本⼈が望む⼀部の場⾯で通称名使⽤を認めて
いる。

夫婦帯同制度（夫婦が同⼀⼤学あるいは近隣
地域で就業できるように配慮する制度）を導

⼊している。

その他
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（３）－Ｂ　下記から、「いいえ」の最大の理由を１つだけ選択してください。
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パートナー関係が研究上の⽀障をきたした前
例がない。

必要性を感じない。

ニーズがない。

特別な配慮をすると混乱が⽣じる。

その他
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（４）【女性活躍推進法】

　　　貴大学・貴法人は、女性活躍推進法にもとづく「一般事業主行動計画」を策定していますか？

（４）－Ａ　「一般事業主行動計画」の内部周知・外部への公表方法を下記から選択してください。　※複数選択可
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学内・法⼈内の⾒やすい場所への掲⽰

全教職員に対する電⼦メールでの送付

イントラネット（事業所内ネットワーク）へ
の掲載

書⾯（冊⼦・チラシ等）での配布

ホームページへの掲載

厚⽣労働省が運営する「⼥性の活躍推進企業
データベース」への掲載

策定しているが、公表はしていない
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（４）－Ｂ　「一般事業主行動計画」における数値目標につき、教育・研究職（教員・研究員）について

　　　　　　目標設定をしている項目に目標数字を入力してください。
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（４）－Ｃ　「一般事業主行動計画」において公表が義務付けられている４項目につき、事務系職員について

　　　　　　目標設定をしている項目に目標数字を入力してください。
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⽴

_⽐
率

事務系職員の採⽤における⼥性の割合

⽬標値 現状値
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

０

５歳以下

１０歳以下

１５歳以下

２０歳以下

２０歳より⼤きい

０

５歳以下

１０歳以下

１５歳以下

２０歳以下

２０歳より⼤きい

０

５歳以下

１０歳以下

１５歳以下

２０歳以下

２０歳より⼤きい

０

５歳以下

１０歳以下

１５歳以下

２０歳以下

２０歳より⼤きい

全
件

_
⽐
率

国
⽴

_⽐
率

公
⽴

_
⽐
率

私
⽴

_⽐
率

事務系職員の勤続年数の男⼥差

⽬標値 現状値
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（４）－Ｄ　「一般事業主行動計画」において数値目標を設定した項目について、

　　　　　　目標達成のために2017年度に実施した具体的施策について当てはまるものを選択してください。

　　　　　　※複数選択可

14.4%

5.7%

10.7%

11.4%

15.8%

19.5%

46.6%

21.9%

37.0%

32.9%

32.9%

21.9%

4.4%

2.2%

6.7%

2.2%

6.7%

11.1%

3.9%

0.0%

1.1%

5.0%

11.1%

20.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ポジティブ・アクション（積極的改善措置＝
男⼥間の格差を改善するため必要な範囲内に
おいて、男⼥のいずれか⼀⽅に対し、当該機
会を積極的に提供するための措置）を実施し

た。

部局等へのインセンティブ経費（⼥性教員採
⽤促進経費等）を配分した。

⼥性限定公募をした。

公募の際、⼥性優遇であることを⽰した。

管理職になるための研修・セミナーを実施し
た。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（４）－Ｅ　今後の策定計画について当てはまるものを下記から１つだけ選んでください。

19.1%

8.7%

7.0%

34.2%

4.1%

15.1%

11.0%

19.2%

40.0%

2.2%

2.2%

37.8%

20.0%

7.8%

6.7%

39.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

常時雇⽤労働者300⼈以下のため、当⾯は策
定を予定していない。

2020年までに策定・公表予定である。

策定を検討中であるが、公表時期は2021年度
以降になる。

未定である。

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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２　男女共同参画・ダイバーシティ推進の取組実態について

（５）【数値目標の設定】

　　　貴大学・貴法人は、女性の参画の拡大に向けて、数値目標を設定していますか？

　　　１つでも数値目標を設定しているものがあれば、「はい」と回答してください。（2018年5月1日現在）

（５）－Ａ　それぞれの数値目標の数字を入力してください。

66.60%

10.00%

16.49%

25.00%

10.00%

13.75%

28.60%

25.00%

26.80%

66.60%

16.00%

34.20%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全件_最⼤
全件_最⼩
全件_平均

国⽴_最⼤
国⽴_最⼩
国⽴_平均

公⽴_最⼤
公⽴_最⼩
公⽴_平均

私⽴_最⼤
私⽴_最⼩
私⽴_平均

経営役員（理事等）における⼥性⽐率

33.00%

7.70%

16.46%

25.00%

7.70%

14.06%

20.00%

13.00%

16.20%

33.00%

20.00%

28.20%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全件_最⼤
全件_最⼩
全件_平均

国⽴_最⼤
国⽴_最⼩
国⽴_平均

公⽴_最⼤
公⽴_最⼩
公⽴_平均

私⽴_最⼤
私⽴_最⼩
私⽴_平均

役員（副学⻑等）、部局⻑・部局執⾏部等、
全学委員会委員⻑等における⼥性⽐率

43.5%

98.6%

29.5%

24.3%

56.5%

1.4%

70.5%

75.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ
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50.50%

9.60%

22.09%

45.00%

9.60%

19.91%

47.10%

10.00%

24.17%

50.50%

15.00%

27.97%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全件_最⼤
全件_最⼩
全件_平均

国⽴_最⼤
国⽴_最⼩
国⽴_平均

公⽴_最⼤
公⽴_最⼩
公⽴_平均

私⽴_最⼤
私⽴_最⼩
私⽴_平均

教員（⼤学）・研究員（法⼈）における⼥性⽐率

33.00%

7.00%

16.49%

22.86%

7.00%

12.65%

17.00%

14.80%

15.90%

33.00%

7.00%

23.02%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全件_最⼤
全件_最⼩
全件_平均

国⽴_最⼤
国⽴_最⼩
国⽴_平均

公⽴_最⼤
公⽴_最⼩
公⽴_平均

私⽴_最⼤
私⽴_最⼩
私⽴_平均

うち教授相当職以上における⼥性⽐率
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72.00%

20.00%

38.85%

47.10%

20.00%

34.04%

40.00%

40.00%

40.00%

72.00%

20.00%

40.93%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全件_最⼤
全件_最⼩
全件_平均

国⽴_最⼤
国⽴_最⼩
国⽴_平均

公⽴_最⼤
公⽴_最⼩
公⽴_平均

私⽴_最⼤
私⽴_最⼩
私⽴_平均

事務系職員における⼥性⽐率

40.00%

9.50%

19.37%

28.00%

9.50%

16.04%

20.00%

10.00%

14.33%

40.00%

10.00%

22.48%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全件_最⼤
全件_最⼩
全件_平均

国⽴_最⼤
国⽴_最⼩
国⽴_平均

公⽴_最⼤
公⽴_最⼩
公⽴_平均

私⽴_最⼤
私⽴_最⼩
私⽴_平均

うち課⻑相当職以上における⼥性⽐率
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（５）－Ｂ　教員・研究員の女性比率について数値目標を設定しない最大の理由を１つだけ選択してください。

23.5%

13.4%

11.1%

0.0%

0.0%

13.8%

1.4%

4.1%

0.0%

0.0%

0.0%

6.8%

31.1%

15.6%

15.6%

0.0%

0.0%

11.1%

30.6%

16.7%

14.4%

0.0%

0.0%

17.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

すでに30％以上の⼥性⽐率を達成しているの
で、必要性がない。

数値⽬標を適⽤できる対象ポストが少なく、
数値⽬標設定になじまない。

数値⽬標を設定できるほど⼥性候補者がいな
い。

男性候補者の反発が強いと予想される。

⼥性候補者の反発が強いと予想される。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（６）【女性研究者の採用】

　　　貴大学・貴法人は、教員・研究員の採用時に女性に関する

　　　積極的改善措置（ポジティブ・アクション）を実施していますか？

　　　（１部局でも実施していればそれに基づいて回答してください。）

（６）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

38.2%

90.4%

29.5%

18.8%

61.8%

9.6%

70.5%

81.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

27.9%

12.4%

0.7%

1.7%

6.0%

7.7%

68.5%

42.5%

2.7%

1.4%

23.3%

17.8%

22.2%

4.4%

0.0%

2.2%

2.2%

6.7%

12.8%

2.2%

0.0%

1.7%

0.0%

3.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

採⽤時に、業績や能⼒が同等と認められる場
合には、積極的に⼥性を採⽤している。

特に⼥性⽐率が低い分野や部局について、⼥
性限定採⽤または⼥性優先採⽤を実施してい

る。

⼥性を採⽤する場合、配偶者の採⽤にも配慮
したシステム（帯同制度など）を整備してい

る。

本務を持たない⼥性⾮常勤講師・研究員を積
極的に常勤教員・研究員として採⽤している

。

⼥性を採⽤した部局等に対して、⼈件費ポイ
ント制等におけるインセンティブを付与して

いる。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（６）－Ｂ　下記から、「いいえ」の最大の理由を１つだけ選択してください。

15.8%

26.2%

0.7%

0.0%

14.1%

0.0%

4.1%

0.0%

0.0%

6.8%

15.6%

28.9%

4.4%

0.0%

13.3%

22.2%

34.4%

0.0%

0.0%

17.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

すでに⽬標となる⽐率を達成しているので、
ポジティブ・アクションの必要性がない。

実⼒主義を徹底するためには、ポジティブ・
アクションは有益ではない。

男性教員・研究員の反発が予想される。

ポジティブ・アクションを望まない⼥性教員
が多い。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（７）【女性研究者の昇進】

　　　貴大学・貴法人は、教員・研究員の昇進時に女性に関する

　　　積極的改善措置（ポジティブ・アクション）を実施していますか？

　　　（１部局でも実施していればそれに基づいて回答してください。）

（７）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

18.2%

41.7%

14.0%

9.6%

81.8%

58.3%

86.0%

90.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

8.4%

2.3%

2.3%

3.0%

2.3%

5.7%

15.1%

6.8%

6.8%

9.6%

6.8%

15.1%

6.7%

0.0%

0.0%

4.4%

0.0%

2.2%

6.1%

1.1%

1.1%

0.0%

1.1%

2.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

昇進時に、業績や能⼒が同等と認められる場
合には、積極的に⼥性を昇進させている。

特に⼥性⽐率が低い分野や部局について、⼥
性限定昇進を実施している。

特に⼥性⽐率が低い分野や部局について、⼥
性優先昇進を実施している。

⼥性を昇進させた部局等に対して、⼈件費ポ
イント制等におけるインセンティブを付与し

ている。

教員・研究員の業績評価に当たって、育児休
業・介護休業期間を勤務時間として換算する

などの配慮をしている。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（７）－Ｂ　下記から、「いいえ」の最大の理由を１つだけ選択してください。

7.7%

38.9%

17.4%

0.7%

0.3%

12.4%

0.0%

21.9%

16.4%

1.4%

0.0%

17.8%

11.1%

37.8%

17.8%

2.2%

0.0%

13.3%

10.0%

46.1%

17.8%

0.0%

0.6%

10.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

すでに⽬標となる⼥性⽐率を達成しているの
で、ポジティブ・アクションの必要性がない

。

男⼥で昇進ペースに差がないので、ポジティ
ブ・アクションの必要性がない。

実⼒主義を徹底するためには、ポジティブ・
アクションは有益ではない。

男性教員・研究員のの反発が予想される。

ポジティブ・アクションを望まない⼥性教員
・研究員が多い。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（８）【事務系職員の採用・昇進】

　　　貴大学・貴法人は、事務系職員の採用・昇進時に女性に関する

　　　積極的改善措置（ポジティブ・アクション）を実施していますか？

　　　（１部局でも実施していればそれに基づいて回答してください。）

（８）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

30.8%

54.8%

13.6%

25.1%

69.2%

45.2%

86.4%

74.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

9.4%

7.4%

20.8%

0.0%

3.4%

2.0%

11.0%

11.0%

41.1%

0.0%

2.7%

2.7%

2.2%

2.2%

4.4%

0.0%

2.2%

6.7%

10.6%

7.2%

16.7%

0.0%

3.9%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

採⽤時に、業績や能⼒が同等と認められる場
合には、積極的に⼥性を採⽤している。

昇進時に、業績や能⼒が同等と認められる場
合には、積極的に⼥性を昇進させている。

⼥性管理職を増やすために、数値⽬標を設定
して取り組んでいる。

⼥性を採⽤する場合、配偶者の採⽤にも配慮
したシステム（帯同制度など）を整備してい

る。

⼥性⾮常勤職員を積極的に常勤職員として採
⽤している。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（８）－Ｂ　下記から、「いいえ」の最大の理由を１つだけ選択してください。

14.8%

28.5%

1.0%

0.7%

16.4%

5.5%

16.4%

0.0%

1.4%

16.4%

11.1%

31.1%

4.4%

0.0%

22.2%

19.4%

32.8%

0.6%

0.6%

15.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

すでに⽬標となる⼥性⽐率を達成しているの
で、ポジティブ・アクションの必要性がない

。

実⼒主義を徹底するためには、ポジティブ・
アクションは有益ではない。

男性職員の反発が予想される。

ポジティブ・アクションを望まない⼥性職員
が多い。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率

25



３　若手研究者支援

（９）【研究支援】

　　　貴大学・貴法人は、若手研究者（おおむね39歳以下の若手教員、研究員、オーバードクター、博士課程の院生等）の

　　　研究支援に取り組んでいますか？

　　　（１部局でも実施していればそれに基づいて回答してください。）

（９）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

67.5%

91.7%

63.6%

58.7%

32.5%

8.3%

36.4%

41.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

46.0%

15.1%

9.4%

6.7%

34.6%

0.0%

11.1%

5.0%

8.4%

65.8%

26.0%

16.4%

9.6%

65.8%

0.0%

27.4%

6.8%

12.3%

44.4%

11.1%

8.9%

11.1%

37.8%

0.0%

8.9%

4.4%

2.2%

38.3%

11.7%

6.7%

4.4%

21.1%

0.0%

5.0%

4.4%

8.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

若⼿研究者の科研費応募を⽀援している（若
⼿向けの説明会の開催、シニア研究者による

応募書類の作成指導等）。

若⼿研究者の研究成果公開を⽀援している（
若⼿向けの論⽂投稿料補助、出版助成制度等

）。

若⼿研究者を対象とした⼤学・法⼈独⾃の奨
学制度をもっている。

任期が切れた若⼿研究者の研究費獲得を⽀援
している（無給の研究員等として科研費番号

を付与する等）。

若⼿研究者を対象とした（または優先した）
研究費制度がある。

若⼿研究者へのメンター制度を設⽴している
。

若⼿教員を対象とした（または優先した）サ
バティカル制度がある。

若⼿教員を対象とした教育・委員会等の負担
軽減措置がある。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（９）－Ｂ　下記から、「いいえ」の最大の理由を１つだけ選択してください。

2.7%

0.0%

13.8%

6.7%

0.0%

0.0%

4.1%

1.4%

0.0%

0.0%

17.8%

6.7%

4.4%

0.0%

16.7%

8.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

対象となる若⼿研究者がいない。

若⼿研究者から⽀援のニーズがない。

予算やポストの余裕がない。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１０）【雇用安定化】

　　　　貴大学・貴法人は、若手研究者の雇用増加及び雇用安定化に取り組んでいますか？

　　　　（１部局でも実施していればそれに基づいて回答してください。）

（１０）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

（１０）－Ｂ　下記から、「いいえ」の最大の理由を１つだけ選択してください。

48.8%

80.8%

25.6%

41.2%

51.2%

19.2%

74.4%

58.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

27.9%

8.4%

1.3%

13.8%

43.8%

16.4%

0.0%

30.1%

8.9%

4.4%

0.0%

11.1%

26.1%

6.1%

2.2%

7.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

より多くの若⼿研究者を採⽤するために、任
期付きポストの増加に努めている。

若⼿研究者を優先採⽤する任期無しポストの
増加に努めている。

若⼿研究者の⾮常勤講師を、常勤として採⽤
するように努めている。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率

5.0%

0.0%

25.8%

9.1%

0.0%

0.0%

17.8%

1.4%

4.4%

0.0%

37.8%

20.0%

7.2%

0.0%

26.1%

9.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

対象となる若⼿研究者がいない。

若⼿研究者から雇⽤増加等のニーズがない。

予算やポストの余裕がない。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１１）【若手女性研究者育成】

　　　　貴大学・貴法人は、次世代の女性研究者（若手女性研究者や女子学生、女子中高生など）を

　　　　育成するために取り組んでいますか？

　　　　女性研究者育成と結びつかない女子学生確保策しか取っていない場合には「いいえ」を選択してください。

（１１）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

40.1%

79.2%

29.5%

27.0%

59.9%

20.8%

70.5%

73.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

23.2%

16.8%

14.1%

7.0%

10.1%

15.8%

10.4%

56.2%

46.6%

35.6%

17.8%

30.1%

41.1%

20.5%

11.1%

8.9%

15.6%

2.2%

6.7%

15.6%

0.0%

12.8%

6.7%

5.0%

3.9%

2.8%

5.6%

8.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

研究や研究者の魅⼒を紹介する⼥⼦中⾼⽣対
象のセミナー、フォーラム等を開催している

。

とくに理系の⼥性研究者を増やすために、⼥
⼦中⾼⽣対象の理系研究室⾒学等を開催して

いる。

⼥⼦院⽣の研究職のキャリア・パスについて
セミナーや相談会を開催している。

⼥⼦院⽣の進路を確保するために企業と積極
的に協⼒している。

⼥性研究者による次世代⼥性研究者へのメン
ター制度を設⽴している。

ロールモデルを提供するため、⼥性研究者と
次世代⼥性研究者の交流会を開催している。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１１）-Ｂ　下記から、「いいえ」の最大の理由を１つだけ選択してください。

18.8%

1.0%

21.1%

17.4%

5.5%

0.0%

6.8%

8.2%

13.3%

2.2%

28.9%

24.4%

25.6%

1.1%

25.0%

19.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

研究よりも教育を重視しており、研究者育成
環境を整備していない。

若⼿⼥性研究者の育成指導にあたるシニア⼥
性研究者がいない。

若⼿⼥性研究者育成のための予算や⼈員の余
裕がない。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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４　SOGI対応（LGBT支援）

（１２）【支援施策】

　　　　貴大学・貴法人は、性的指向や性自認（SOGI）に基づく差別の禁止や

　　　　LGBT（性的マイノリティ）の支援に取り組んでいますか？

（１２）－Ａ　方針の公表方式として当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

38.4%

62.9%

27.9%

31.3%

61.6%

37.1%

72.1%

68.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

6.0%

2.7%

14.8%

6.7%

13.8%

13.7%

4.1%

23.3%

6.8%

24.7%

2.2%

4.4%

8.9%

8.9%

8.9%

3.9%

1.7%

12.8%

6.1%

10.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

SOGIの尊重に関する宣⾔あるいはLGBT⽀援宣
⾔等を⼤学・法⼈ホームページ等で公表して

いる。

SOGI差別禁⽌やSOGIハラスメント防⽌に特化
したガイドラインを策定している。

ハラスメント防⽌ガイドライン等にSOGIハラ
スメント禁⽌を明記している。

学⽣⽀援ガイドライン・要配慮学⽣対応マニ
ュアル等にLGBT学⽣対応を明記している。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１２）－Ｂ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

5.7%

1.0%

1.7%

20.1%

12.4%

2.7%

2.0%

3.0%

7.7%

11.1%

8.2%

0.0%

1.4%

39.7%

26.0%

1.4%

4.1%

2.7%

9.6%

15.1%

0.0%

0.0%

0.0%

6.7%

4.4%

2.2%

2.2%

2.2%

6.7%

11.1%

6.1%

1.7%

2.2%

15.6%

8.9%

3.3%

1.1%

3.3%

7.2%

9.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

LGBT当事者である専任教職員が在職している
ことを把握している。

LGBT当事者である⾮常勤教員・⾮常勤職員が
在職していることを把握している。

同性パートナーを異性パートナーと同様に処
遇している。

トランスジェンダーのトイレ・更⾐室等の利
⽤について配慮している。

トランスジェンダーが望む性別での勤務・修
学を認めている。

LGBT当事者やその⽀援者（アライ）が活動・
談話できるような専⽤スペースを提供してい

る。

SOGI／LGBT研究を助成している。

SOGI／LGBT⽀援の冊⼦等を発⾏している。

SOGI／LGBT関連図書を図書館や資料室で企画
展⽰・⼀括配架して、利⽤者の便宜をはかっ

ている。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率

32



（１２）－Ｃ　下記から、「いいえ」の最大の理由を１つだけ選択してください。

14.8%

25.5%

12.4%

2.7%

4.0%

4.1%

20.5%

4.1%

4.1%

2.7%

15.6%

33.3%

8.9%

4.4%

4.4%

18.9%

25.6%

16.7%

1.7%

4.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

学内・法⼈内にLGBT当事者がいない、あるい
は、存在がわからないため、取り組みの必要

性を感じない。

どのようなニーズがあるか把握しにくいため
、具体的な取組に⾄らない。

検討課題が多いため、⽀援⽅針を策定するま
でには時間がかかる⾒込みである。

⽅針策定に向けて検討中であり、2020年度ま
でには⽀援⽅針を策定する予定である。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１３）【研修】

　　　　貴大学・貴法人は、2017～2018年度に、SOGI差別解消／LGBT支援に関する教職員研修や

　　　　学生向け講演会・授業等を実施したことはありますか？

（１３）－Ａ　2017～2018年度に実施した研修・講演会・授業等を下記から選択してください。　※複数選択可

44.2%

69.0%

32.6%

37.1%

55.8%

31.0%

67.4%

62.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

16.4%

4.0%

12.1%

14.8%

4.7%

18.1%

14.4%

1.7%

2.3%

23.3%

9.6%

17.8%

26.0%

5.5%

37.0%

23.3%

1.4%

1.4%

13.3%

2.2%

11.1%

13.3%

2.2%

11.1%

11.1%

0.0%

2.2%

14.4%

2.2%

10.0%

10.6%

5.0%

12.2%

11.7%

2.2%

2.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全教職員向けに研修会・講演会等を実施した
。

⼀部の学部等で教職員向けの研修会・講演会
等を実施した。

教職員・学⽣合同の研修会・講演会等を実施
した。

LGBT当事者を講師に招いて研修会・講演会等
を実施した。

全学⽣向けの講演会等を実施した。

全学共通科⽬で関連授業を実施した（1コマ
授業を含む）。

専⾨科⽬で関連授業を実施した（1コマ授業
を含む）。

SOGI／LGBTに関する独⽴した授業がある。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１３）－Ｂ　2017～2018年度に学内（法人内）で実施したSOGI／LGBTに関する

　　　　　　　研修会・講演会・授業があれば、ご記入ください。

（１３）－Ｃ　今後の予定について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

0.0%

10.1%

0.0%

12.3%

0.0%

4.4%

0.0%

10.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

（１）−Ｄで回答した⼥性学・ジェンダー
研究関連授業に含めて実施した。

上記以外でSOGI／LGBT関連授業を実施した。

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率

6.4%

5.4%

29.9%

18.8%

32.2%

22.5%

12.3%

11.0%

23.3%

13.7%

19.2%

13.7%

4.4%

4.4%

37.8%

26.7%

35.6%

26.7%

4.4%

3.3%

30.6%

18.9%

36.7%

25.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

2020年度末までに教職員向け研修会を実施予
定である。

2020年度末までに学⽣向け講演会・授業等を
実施予定である。

教職員向け研修会・講演会の実施に向けて検
討するが、実施時期は未定である。

学⽣向け講演会・授業の実施に向けて検討す
るが、実施時期は未定である。

教職員向け研修会・講演会の実施予定はない
。

学⽣向け講演会・授業の実施予定はない。

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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５　就業環境の整備・充実と働き方改革

（１４）【施策一般】

　　　　貴大学・貴法人は、「ディ―セント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）」や

　　　　「ワーク・ライフ・バランス」を実現するためにどのような取組を行っていますか？

　　　　当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

2.3%

24.5%

12.1%

22.5%

2.3%

0.7%

75.5%

0.3%

34.2%

6.4%

6.7%

5.7%

4.1%

57.5%

24.7%

34.2%

1.4%

1.4%

90.4%

0.0%

65.8%

2.7%

0.0%

2.7%

0.0%

24.4%

11.1%

28.9%

4.4%

2.2%

60.0%

0.0%

28.9%

2.2%

6.7%

13.3%

2.2%

11.1%

7.2%

16.1%

2.2%

0.0%

73.3%

0.6%

22.8%

8.9%

9.4%

5.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ディ―セント・ワークに関する啓発研修を実
施している。

ワーク・ライフ・バランスに関する啓発研修
を実施している。

「育児は⼥性の役割」といった偏⾒・無意識
の思い込み（アンコンシャス・バイアス）を
是正するための啓発研修を実施している。

多様な働き⽅を選択できる制度を導⼊してい
る。

常勤教職員と⾮常勤教職員との間で同⼀価値
労働同⼀賃⾦の原則を導⼊している。

過労死や過労⾃殺を防ぐために勤務間インタ
ーバル（勤務終了から次の勤務開始までに⼀
定時間以上休むことを義務づける制度）を導

⼊している。

残業時間を減らす取組をしている。

教職員に対して過重業務を負わせる管理職は
「管理能⼒なし」とみなして処遇に反映させ

ている。

サバティカルを制度化している。

有給休暇を完全取得するよう推奨している。

とくに取組をしていない。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１５）【育児】

　　　　貴大学・貴法人は、育児と仕事の両立を支援するためにどのような取組を行っていますか？

（１５）－Ａ　女性研究者に対して、研究と育児との両立を支援するための研究継続支援制度

　　　　　　　（制度利用は女性限定でなくとも可）を整備していますか？

　　　　　　　当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

29.9%

48.3%

48.0%

25.8%

11.1%

10.4%

6.7%

12.8%

17.4%

4.4%

13.4%

63.0%

75.3%

90.4%

76.7%

20.5%

21.9%

11.0%

13.7%

47.9%

12.3%

0.0%

15.6%

48.9%

66.7%

17.8%

13.3%

13.3%

4.4%

15.6%

17.8%

4.4%

8.9%

20.0%

37.2%

26.1%

7.2%

6.7%

5.0%

5.6%

11.7%

5.0%

1.1%

20.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

育児サービス利⽤に要する費⽤の援助を⾏っ
ている。

育児休業取得や労働時間短縮について、育児
介護休業法が定める以上の条件を提供してい

る。

⼦どもの看護のための休暇を時間単位で取得
できるようにしている。

育児に携わる⼥性研究者に対する研究補助者
の雇⽤経費を助成している。

育児休業をとった任期付き⼥性研究者の任期
延⻑に配慮している。

業績評価に際してライフイベントを考慮して
いる。

評価者に男性を優先する意識を持たないよう
に意識啓発をしている。

育児と研究の両⽴者に対して⼀定期間、本業
、研究以外の業務負担軽減をしている。

研究と育児を両⽴するロールモデルについて
知る機会を提供している。

⼦どもがいても海外出張・国内出張にいける
⼯夫についてロールモデルを知る機会を提供

している。

とくに取組をしていない。

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１５）－Ｂ　男女教職員が育児休業を取得しやすくするための具体的施策について

　　　　　　　当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

5.4%

63.4%

36.6%

33.6%

9.4%

6.7%

30.2%

2.3%

6.4%

2.7%

13.7%

80.8%

43.8%

65.8%

11.0%

1.4%

38.4%

2.7%

0.0%

4.1%

2.2%

60.0%

24.4%

40.0%

15.6%

2.2%

17.8%

2.2%

6.7%

2.2%

2.8%

57.2%

36.7%

18.9%

7.2%

10.0%

30.0%

2.2%

8.9%

2.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

育児休業取得についての理解を深めるために
、とくに教授（教授相当職）や管理職に対す

る啓発研修を実施している。

とくに教員が育児休業を取得したときには、
必要に応じて代替教員（⾮常勤講師等）を配

置している。

対象者がいる部局・部課では、育児休業を取
得しやすいように業務内容・業務体制を⾒直

している。

育児・介護休業法で定められた期間、回数以
上に休めるようにしている。

男性の育児休業取得を促進するための措置を
実施している。

教職員の育児休業を有給（保険⾦給付以外）
で保障している。

教職員の育児休業中における待遇及び育児休
業後の労働条件に関する事項について周知を

はかっている。

育児休業中の教職員の職業能⼒の開発及び向
上のための情報提供を⾏っている。

とくに取組をしていない。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１５）－Ｃ　男女教職員が育児休業等から復帰することを容易にすることを含めた環境整備をはかっていますか？

　　　　　　　当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

53.4%

6.0%

3.7%

16.1%

21.1%

7.4%

11.1%

15.4%

43.8%

11.0%

6.8%

39.7%

52.1%

8.2%

0.0%

27.4%

44.4%

0.0%

2.2%

8.9%

17.8%

13.3%

6.7%

8.9%

59.4%

5.6%

2.8%

8.3%

9.4%

5.6%

16.7%

12.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

育児休業後に現職復帰を保障している。

近隣の保育施設と契約し、優先的に⼊園でき
るようにしている。

保育料補助制度がある。

講義や学内⾏事・学会等で利⽤できる保育⼀
時サービスがある。

学内・法⼈内に託児室・授乳コーナー等を整
備している。

育児休業等を取得しても中⻑期的に処遇上の
差を取り戻すことが可能となるような昇進基
準及び⼈事評価制度であることを明⽰してい

る。

とくに取組をしていない。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１６）【介護】

　　　　貴大学・貴法人は、男女教職員の介護と研究・職務との両立を支援するための支援制度を整備・充実していますか？

　　　　当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

46.3%

13.1%

73.2%

7.4%

7.4%

74.0%

2.7%

82.2%

0.0%

13.7%

55.6%

13.3%

64.4%

2.2%

2.2%

32.8%

17.2%

71.7%

11.7%

6.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

介護休業を法定条件（3ヶ⽉・1回）よりも柔
軟に取得可能としている。

介護休業を有給で保障している。

介護を理由とする短時間就労を認めている。

とくに取組をしていない。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率

40



６　ハラスメント対策

（１７）【方針】

　　　　貴大学・貴法人は、ハラスメント防止に関する方針を明確化し、教職員や学生に周知していますか？

（１７）－Ａ　ハラスメント防止方針の明確化について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

90.6%

68.5%

86.9%

77.2%

74.2%

89.6%

63.1%

1.7%

98.6%

76.7%

93.2%

91.8%

83.6%

97.3%

78.1%

1.4%

86.7%

46.7%

84.4%

62.2%

77.8%

84.4%

46.7%

2.2%

88.3%

70.6%

85.0%

75.0%

69.4%

87.8%

61.1%

1.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ハラスメント防⽌規程を策定・公表している
。

相談⼿続や相談事例を盛り込んだハラスメン
ト防⽌ガイドラインを策定・公表している。

ハラスメント防⽌規程等にハラスメントの定
義やその禁⽌について明記している。

ハラスメント防⽌規程等にハラスメント相談
や事実確認への協⼒等を理由とした不利益取

扱の禁⽌について明記している。

ハラスメント防⽌のための全学（法⼈全体）
的な常設機関を設置している。

必要に応じて調査委員会等を設置する旨の規
定を整備している。

就業規則等にハラスメント加害者に対する懲
戒処分について明記している。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１７）－Ｂ　ハラスメント防止方針の周知等について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

（１７）－Ｃ　下記から、「いいえ」の最大の理由を一つだけ選択してください。

68.1%

60.7%

13.1%

57.4%

43.0%

4.7%

11.4%

8.4%

86.3%

58.9%

19.2%

71.2%

46.6%

12.3%

28.8%

9.6%

44.4%

48.9%

8.9%

57.8%

35.6%

4.4%

4.4%

11.1%

66.7%

64.4%

11.7%

51.7%

43.3%

1.7%

6.1%

7.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ハラスメント相談⼿続等をわかりやすく解説
したリーフレット等を作成し、学⽣・教職員

に配布・周知している。

教職員や学⽣の⼼得や必携等にハラスメント
の禁⽌について記載している。

学内報等でハラスメントについて定常的に記
事を掲載している。

全教職員を対象としたハラスメント防⽌研修
会を定期的に実施している。

全学⽣に対し、ガイダンスや授業等を通じて
ハラスメント防⽌や相談⽅法について教えて

いる。

チェックリストを作成し、教職員にハラスメ
ントについての認識度を⾃⼰点検させている。

WEBを活⽤（e‐learningの導⼊等）して、ハ
ラスメント相談・防⽌の理解に役⽴てている

。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率

0.0%

0.0%

0.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ハラスメント事案が起こったことがない。

プライバシー侵害を避けることを⼼がけてい
る。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１８）【実態把握状況】

（１８）－Ａ　2017年度（2017年4月1日〜2018年3月31日）に対応したハラスメント案件について伺います。

　　　　　ア）　2017年度に新たに受理したハラスメント相談案件について、

　　　　　　　　相談者の人数（相談者の性別ごと）を入力してください。

92.1%

98.6%

90.7%

89.8%

7.9%

1.4%

9.3%

10.2%

84.0% 86.0% 88.0% 90.0% 92.0% 94.0% 96.0% 98.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

53.4%

47.0%

48.3%

43.6%

100.0%

76.6%

63.8%

54.9%

46.6%

53.0%

51.7%

56.4%

0.0%

23.4%

36.3%

45.1%

50.4%

46.5%

51.9%

33.0%

0.0%

78.8%

54.7%

50.9%

49.6%

53.5%

48.1%

67.0%

0.0%

21.2%

45.3%

49.1%

46.5%

27.3%

0.0%

54.5%

100.0%

73.3%

100.0%

49.6%

53.5%

72.7%

100.0%

45.5%

0.0%

26.7%

0.0%

50.4%

57.3%

57.1%

0.0%

54.8%

0.0%

72.4%

75.0%

62.3%

42.7%

42.9%

100.0%

45.2%

0.0%

27.6%

25.0%

37.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

学⽣

⼤学院⽣・
オーバードクター

研究員

⼤学教員

法⼈所属研究員

事務系職員

その他

計

全件_⼥性 全件_男性 国⽴_⼥性 国⽴_男性 公⽴_⼥性 公⽴_男性 私⽴_⼥性 私⽴_男性
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　　　　　イ）　2017年度に最終処分が出たハラスメント相談の結果について、件数を入力してください。

（１８）－Ｂ　実態把握のための具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

20.8%

57.0%

11.1%

31.5%

84.9%

16.4%

11.1%

24.4%

0.0%

18.9%

53.9%

11.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

懲戒処分の件数

懲戒処分以外の処分（指導・通知など）の件
数

当事者の卒業・異動・退職等により処分未決
定のまま終結した件数

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率

86.2%

10.4%

10.7%

2.3%

2.0%

77.5%

24.5%

97.3%

12.3%

11.0%

2.7%

4.1%

94.5%

34.2%

80.0%

11.1%

15.6%

4.4%

2.2%

75.6%

22.2%

83.3%

9.4%

9.4%

1.7%

1.1%

71.1%

21.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

教職員に対して、ハラスメントに関するアン
ケート調査を実施している。

学⽣に対して、ハラスメントに関するアンケ
ート調査を実施している。

部局や学科・コース等で、対策のための意⾒
を聞いている。

イントラネットを活⽤して、実態や意⾒を把
握している。

相談・苦情窓⼝において、実態や意⾒を把握
している。

実態把握や対策を推進する部署を設置してい
る。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１８）－Ｃ　下記から、「いいえ」の最大の理由を一つだけ選択してください。

7.0%

3.0%

2.0%

1.4%

0.0%

0.0%

8.9%

6.7%

0.0%

8.9%

3.3%

3.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ハラスメント相談がない。

プライバシー侵害を避けるため、必要以上に
把握しないほうがよい。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１９）【相談への対応】

　　　　貴大学・貴法人におけるハラスメント相談への対応について伺います。

（１９）－Ａ　相談体制について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

98.0%

95.3%

41.3%

89.3%

48.0%

47.0%

17.8%

0.0%

98.6%

98.6%

52.1%

91.8%

68.5%

64.4%

23.3%

0.0%

95.6%

93.3%

33.3%

84.4%

40.0%

42.2%

15.6%

0.0%

98.3%

94.4%

38.9%

89.4%

41.7%

41.1%

16.1%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

すべての学⽣・教職員が相談できる相談窓⼝
・相談機関（相談室・相談員制度）を設置し

ている。

独⽴した相談室（相談スペース）がある。

相談員が受けた相談の内容や状況に応じて、
上位機関（ハラスメント防⽌対策委員会など

）と連携を図る仕組みがある。

相談員は相談を受けた際の対応に関して研修
を受けている。

相談員の相談⼿順はマニュアルに定めている
。

定期的にハラスメント事例を検証し、防⽌対
策として活⽤している。

上記のいずれも⾏っていない。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１９）－Ｂ　相談について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

96.6%

57.4%

33.9%

34.6%

84.2%

55.7%

1.0%

98.6%

61.6%

46.6%

46.6%

93.2%

57.5%

0.0%

93.3%

60.0%

24.4%

31.1%

75.6%

51.1%

0.0%

96.7%

55.0%

31.1%

30.6%

82.8%

56.1%

1.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

不快な経験をした時にハラスメント相談をす
ることを推奨している。

第三者（ハラスメントの⽬撃者）がハラスメ
ント相談担当者に連絡することを推奨してい

る。

ハラスメント被害にあうのは被害者の責任で
はないことを周知している。

相談者・⾏為者等のプライバシー保護のため
の措置を定めている。

ハラスメント相談者や事実確認への協⼒者が
不利益を受けることがないようフォローアッ

プなどの⼿⽴てを講じている。

上記のいずれも⾏っていない。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１９）－Ｃ　調査について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可

97.0%

57.7%

83.6%

33.9%

8.1%

24.2%

3.0%

97.3%

76.7%

90.4%

47.9%

11.0%

38.4%

1.4%

93.3%

44.4%

75.6%

35.6%

8.9%

26.7%

4.4%

97.8%

53.3%

82.8%

27.8%

6.7%

17.8%

3.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

調査委員会の中⽴性を守るため、相談機関等
から独⽴した組織として設置している。

調査にあたっては、必要に応じて第三者から
の話も聴取する。

調査委員会に専⾨家（弁護⼠等）が参加して
いる。

調査委員の研修を⾏っている。

調査期限を明⽰している。

上記のいずれも⾏っていない。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（１９）－Ｄ　解決方法について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可
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1.4%
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42.2%

35.6%

48.9%

31.1%

46.7%

64.4%

4.4%
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97.2%

43.3%

39.4%

53.3%

28.9%

50.6%

57.8%

3.9%

1.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

調査以外にも調整や通知など多様な解決⽅法
が明⽰されており、相談者はそれを選ぶこと

ができる。

当事者間の関係の改善について援助を⾏って
いる。

相談者と⾏為者を引き離すための配慮（接近
禁⽌や所属変更等）をしている。

相談者が学業・勤務上被った不利益を調査・
回復している。

相談者のメンタルヘルス不調への相談対応を
⾏っている。

⼤学・法⼈が決定した解決⽅法や措置につい
て当事者双⽅に説明している。

ハラスメント⾏為者に研修を受けることを義
務付けている。

上記のいずれも⾏っていない。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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７　医学部医学科・附属病院

（２０）【男女共同参画】

　　　　貴大学の医学部医学科では、男女共同参画の取組を進めていますか？

（２０）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可
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25.0%
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全件_⽐率
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公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

19.5%

4.7%

5.4%
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4.4%

2.7%
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7.7%

52.1%

15.1%
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13.7%
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9.6%

19.2%
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0.0%

0.0%

2.2%

9.4%

1.7%
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3.9%

1.1%

4.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

医学科の役職者（学部⻑・学科⻑・評議員な
ど）の⼥性⽐率を⾼めるために努⼒している

。

医学科の⼥性教員のうち、教授・准教授・講
師を増やすためにポジティブ・アクションを

導⼊している。

医学科の教育⽅針として男⼥共同参画の推進
を明⽰している。

医学科のカリキュラムのなかに、男⼥共同参
画関連科⽬（ジェンダー科⽬など）を設置し

ている。

授業・研修を通じて、学⽣・教員が性差医療
に関する知識を深めるよう⽀援している。

医学科の⼊試では、⾯接時に2名以上（延べ
数ではなく、⾯接1回あたりの⼈数）の⼥性

教員を参加させている。

授業・研修を通じて、⼥性医師の⽐率が低い
専攻・分野・専⾨科について、⼥性⽐率を⾼

めるための努⼒をしている。

⼥⼦医学⽣がロールモデルとなる⼥性医師と
交流する機会を設けている。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（２１）【女性医師支援】

　　　　貴機関の附属病院では、女性医師が妊娠・出産・育児（乳幼児保育）を理由として

　　　　キャリアを中断しないよう支援する制度を導入していますか？

　　　　女性医師が利用できる制度であれば、男女・職務を問わず全勤務者を対象とする制度であってもかまいません。

96.8%

100.0%
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90.0%
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0.0%

10.0%

84.0% 86.0% 88.0% 90.0% 92.0% 94.0% 96.0% 98.0% 100.0%

全件_⽐率

国⽴_⽐率

公⽴_⽐率

私⽴_⽐率

はい いいえ

51



（２１）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可
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1.0%

15.4%

11.7%

8.1%

4.4%

5.0%
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12.3%

20.5%
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32.9%

21.9%

9.6%

11.0%

1.4%

24.7%

11.0%

31.5%
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1.7%

6.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全体として⼈員（医師）の増員をはかってい
る。

複数主治医制度の導⼊など主治医制の⾒直し
をはかっている。

⼆交代制の勤務体制を導⼊している。

⾮常勤職についても勤務時間の短縮を認めて
いる。

ジョブ・シェアリングを導⼊している。

育児休業時に代替医師を配置する。

育児を理由として宿直・⽇直を免除する。

育児を理由として時間外勤務を免除する。

短時間正規雇⽤制度を導⼊している。

フレックス制度を導⼊している。

希望に応じて働きやすい部⾨に配置転換する
。

事業所内託児施設がある。

病児保育を実施している。

24時間保育を実施している。

保育施設やベビーシッターの斡旋を⾏ってい
る。

保育費⽤を助成している。

育児休業中に在宅研修制度を導⼊している。

育児休業取得者に対して職場復帰⽀援を実施
している。

育児休業取得を制限することや、育児休業取
得者を⾮難することを厳しく禁じている。

相談窓⼝を設置している。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率

52



（２１）－Ｂ　上記のうち、貴機関の附属病院で女性医師のキャリア継続のために

　　　　　　　もっとも効果を発揮している施策を３つまで選択してください。
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全体として⼈員（医師）の増員をはかってい
る。

複数主治医制度の導⼊など主治医制の⾒直し
をはかっている。

⼆交代制の勤務体制を導⼊している。

⾮常勤職についても勤務時間の短縮を認めて
いる。

ジョブ・シェアリングを導⼊している。

育児休業時に代替医師を配置する。

育児を理由として宿直・⽇直を免除する。

育児を理由として時間外勤務を免除する。

短時間正規雇⽤制度を導⼊している。

フレックス制度を導⼊している。

希望に応じて働きやすい部⾨に配置転換する
。

事業所内託児施設がある。

病児保育を実施している。

24時間保育を実施している。

保育施設やベビーシッターの斡旋を⾏ってい
る。

保育費⽤を助成している。

育児休業中に在宅研修制度を導⼊している。

育児休業取得者に対して職場復帰⽀援を実施
している。

育児休業取得を制限することや、育児休業取
得者を⾮難・中傷することを厳しく禁じてい…

相談窓⼝を設置している。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（２２）【医師以外の女性医療職に対する支援】

　　　　貴機関の附属病院では、医師以外の⼥性医療職が妊娠・出産・育児（乳幼児保育）を理由として

　　　　キャリアを中断しないよう支援する制度を導入していますか？

　　　　利用できる制度であれば、男女・職務を問わず全勤務者を対象とする制度であってもかまいません。
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全件_⽐率
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私⽴_⽐率
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（２２）－Ａ　具体的施策について当てはまるものを選択してください。　※複数選択可
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全体として⼈員の増員をはかっている。

⼆交代制の勤務体制を導⼊している。

⾮常勤職についても勤務時間の短縮を認めて
いる。

ジョブ・シェアリングを導⼊している。

育児休業時に代替者を配置する。

育児を理由として宿直・⽇直を免除する。

育児を理由として時間外勤務を免除する。

短時間正規雇⽤制度を導⼊している。

フレックス制度を導⼊している。

希望に応じて働きやすい部⾨に配置転換する
。

事業所内託児施設がある。

病児保育を実施している。

24時間保育を実施している。

保育施設やベビーシッターの斡旋を⾏ってい
る。

保育費⽤を助成している。

育児休業中に在宅研修制度を導⼊している。

育児休業取得者に対して職場復帰⽀援を実施
している。

育児休業取得を制限することや、育児休業取
得者を⾮難することを厳しく禁じている。

相談窓⼝を設置している。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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（２２）－Ｂ　上記のうち、貴機関の附属病院で女性医療職（医師以外）のキャリア継続のために

　　　　　　　もっとも効果を発揮している施策を３つまで選択してください。

19.5%

3.0%

0.3%

3.0%

0.0%

3.0%

2.7%

4.4%

9.4%

0.0%

1.3%

11.7%

5.4%

3.4%

0.7%

0.3%

0.3%

1.3%

1.0%

1.3%

52.1%

9.6%

1.4%

11.0%

0.0%

8.2%

5.5%

8.2%

27.4%

0.0%

4.1%

31.5%

17.8%

9.6%

1.4%

0.0%

1.4%

5.5%

0.0%

2.7%

8.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.4%

2.2%

2.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.2%

2.2%

8.9%

1.1%

0.0%

0.6%

0.0%

0.6%

2.2%

3.9%

4.4%

0.0%

0.6%

5.6%

1.1%

1.1%

0.6%

0.6%

0.0%

0.0%

1.1%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全体として⼈員の増員をはかっている。

⼆交代制の勤務体制を導⼊している。

⾮常勤職についても勤務時間の短縮を認めて
いる。

ジョブ・シェアリングを導⼊している。

育児休業時に代替医師を配置する。

育児を理由として宿直・⽇直を免除する。

育児を理由として時間外勤務を免除する。

短時間正規雇⽤制度を導⼊している。

フレックス制度を導⼊している。

希望に応じて働きやすい部⾨に配置転換する
。

事業所内託児施設がある。

病児保育を実施している。

24時間保育を実施している。

保育施設やベビーシッターの斡旋を⾏ってい
る。

保育費⽤を助成している。

育児休業中に在宅研修制度を導⼊している。

育児休業取得者に対して職場復帰⽀援を実施
している。

育児休業取得を制限することや、育児休業取
得者を⾮難・中傷することを厳しく禁じてい…

相談窓⼝を設置している。

その他

全件_⽐率 国⽴_⽐率 公⽴_⽐率 私⽴_⽐率
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